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はじめに

　アフガニスタンは，時代が変わっても内憂外患に悩まされ続けてきてい
る。内憂とは民族，部族や宗派等に沿って存在する無数の亀裂であり，外
患とはその亀裂を活性化させ混乱を助長させる大国や隣接国による干渉で
ある。ほぼ四半世紀に及ぶ混乱は一段落したが，荒廃した国土の再建を主
導するカルザイ政権が置かれている状況も例外ではない。カルザイ政権は，

「民主国家」への衣替えと国土復興を通じて，混乱で拡大した亀裂の修復
をめざしている。しかし，治安の悪化に直面するなかで，隣国パキスタン
に対しては，アフガニスタン国内を不安定化させ亀裂を再び活性化させよ
うと試みているとの厳しい目を向けている。本章では，アフガニスタンの
国内状況をまず整理すると共に，パキスタンとの間に横たわる複雑な問題
を考えてみたい。そのなかでは，アフガニスタンからみて最大の懸念点で
ある両国にまたがる反政府武装勢力支援ネットワークに重点を置くものと
した。

第 4 章

関係改善への遠い道のり

―アフガニスタンからみたパキスタン―　

柴田　和重
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第１節　新段階に入ったアフガニスタン

⑴「民主」国家への衣替え

　アフガニスタンの国家再建と統合への努力は，ターリバーン政権の崩
壊とその後のボン合意からほぼ４年を経た 2006 年を迎えて新たな段階に
入った。憲法制定大ジルガによる新憲法の承認が 2001 年１月に，新憲法
にもとづく大統領選挙が 2004 年 10 月に，そして，議会選挙（国民議会
下院［ウラスィー・ジルガ］と州議会［ウィラーヤト・シューラー］）が
2005 年９月に実現した。2004 年 12 月には，初代大統領ハーミド・カルザ
イが閣僚を任命して行政府の陣容が整い，2005 年 12 月には国民議会が招
集されて立法府も動き出した。アフガニスタンの「民主」国家への衣替え
が外見的には達成され，その定着に向けての努力がアフガニスタン国民の
手に委ねられた。これで，2001 年 12 月のボン合意にもとづく政治プロセ
スは，ほぼ完了するに至った。
　国民議会は下院と上院（メシュラーノ・ジルガ）の二院制である。下院
は選挙により選出された任期５年の 249 人の議員から構成されている（女
性留保枠 68 議席，非定住民留保枠 10 議席を含む）。一方，上院の方は間
接選挙枠（68 議席）と大統領指名枠（34 議席）の合計 102 人である（１）。
その国民議会は 2005 年 12 月 19 日のカルザイ大統領の上下両院に対する
演説から始まり，両院での議長選挙手続きが開始された。上院では，スィ
ブガトゥッラー・ムジャッディディー（大統領指名枠）が議長に選出された。
一方，上院よりも政治的影響力が大きい，すなわち，大統領指名閣僚の承
認権や予算先議権をもつ下院では，議長選挙に２人の女性を含む 10 人が
立候補し，最終的には上位２人の決選投票に持ち込まれた。その２日間に
及ぶ選出手続きの結果，ユーヌス・カーヌーニー（タジク出身，カーブル
州２位当選）が，ラスール・サヤーフ（パシュトゥーン出身，カーブル州
５位当選）に 122 票対 117 票の僅差で競り勝って議長に選出された。なお，
下院第一副議長には，ムハンマド・アーリフ・ヌールザイ（パシュトゥー
ン，カンダハール州３位当選）が，下院第二副議長には，女性のファウジ
ヤ・クーフィー（バダフシャーン州８位当選）が選出された。
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　下院では，2006 年４月になって審議が本格化した。そのなかで，下院
が存在感を示したのは，大統領指名の閣僚と最高裁判所判事の承認および
予算案の審議である。
　カルザイ大統領は，３月下旬に 25 人の閣僚名簿を下院に提出した。
2004 年 12 月下旬に指名された閣僚のうち 19 人は留任か横滑りで，新任
は６人であった。新任のなかで注目されるのは，軍閥系のアブドゥッラー・
アブドゥッラー（タジク出身）に代わって外相に指名されたダードファル・
スパンター（タジク出身）である。スパンターはドイツで博士号を取得し
て大学教授を務めていたが，2005 年１月に帰国して大統領の外交担当補
佐官をしていた［RFE/RL 2006a］。主要閣僚からまた一人の軍閥系大物
が姿を消し，外国生活の長いテクノクラートが登用された訳である。大統
領府では指名閣僚全員の一括承認と記名投票を要求していたが，下院はそ
れを拒否し，各閣僚に対する無記名投票を実施した。その結果，スパンター
等 17 人の閣僚の指名が承認されたが，５人が絶対過半数，３人が反対多
数で却下された。反対多数であるが絶対過半数に達していなかった３人に
関しては，その後の最高裁判所の裁定により承認扱いとなった。残りの５
人については，カルザイ大統領が８月初めに新たな閣僚を指名し，下院は
８月８日に５人全員を承認して決着した。
　最高裁判所判事の承認でも，下院は存在感を示した。５月下旬に暫定
行政機構発足から最高裁判所長官であったファジル・シンワリー（パシュ
トゥーン）等４人の判事の指名を却下すると共に３人の承認を保留し，２
人の判事だけしか承認しなかった。保守派とされるシンワリーは，70 歳
を超える高齢と学歴が問題になったとされている［BBC News 2006a］。
カルザイ大統領が新たに最高裁判所長官に指名したのは，エジプトのアズ
ハル大学で修士号を取得し，法律担当大統領補佐官を務めていた 60 代後
半のサラーム・アズィーミーである［Mohammadi 2006］。８月初めに下
院による最高裁判所判事に対する指名承認を経て，就任宣誓式典が実施さ
れた。アフガニスタン独立人権委員会が「新規指名判事は改革支持者で，
司法や法律問題の専門家」とするように［Faiez 2006］，最高裁判所でも
閣僚の場合と同じように近代教育を受けた専門家が登用されるに至った。
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　下院は，2006 会計年度予算案を５月下旬に圧倒的多数で否決した（挙
手採決で賛成は６議員だけ）。否決理由のひとつは，公務員給与や年金の
下院による増額要求に対する政府側の拒否答弁である。また下院は，大
統領宮殿等に対する修復への多額の予算計上も問題にした。政府側は予算
案の修正を迫られ，修正予算案は６月３日に下院で可決された。若干では
あるが公務員給与や年金の増額が実現し，政府庁舎修復に計上されていた
予算は，より緊急性の高いプログラムに振り替えられた［Reuters 2006］。
アフガニスタンの現状をふまえれば，下院議員の主張は真っ当なもので
あったように思われる。
　下院議員の多くは，対ソ聖戦と内戦の時代に勢力を蓄えた聖戦士（ム
ジャーヒディーン）指揮官，すなわち，いわゆる軍閥系とされており，
国家利益よりも私利私欲が優先されるのではないかと危惧されていた

［Shahzad 2006a］。しかし下院での４月以降の動向をみると，内戦中の虐
待行為で聖戦士批判を繰り返す女性議員に対する暴力行為こそ生じたが，
大方は行政府に対するチェック機関としての機能を果たしていたといえよ
う。

⑵　復興計画と燻る不満

　「民主」国家に衣替えする政治プロセスと並行して，アフガニスタンの
国土再建・復興に向けた総合的な計画が 2005 年に策定された。この計画
は，2006 年から 2020 年までの 15 年間を対象とした「アフガニスタンの
ミレニアム開発ゴール（MDG）（ビジョン 2020 年）」［GoA 2005a］，そし
て，同 MDG をふまえ 2010 年までの５年間を対象とした「アフガニスタ
ン国家開発暫定戦略（I-ANDS）」［GoA 2005b］である。2006 年１月 31
日 / ２月１日にロンドンで開催された支援国会議では，アフガニスタンで
の政治プロセスの進展をふまえて，国際社会は I-ANDS の実現に向けた
105 億ドルの支援を表明した。また，同支援国会議では，アフガニスタン
政府の I-ANDS の目標達成への決意と国際社会による支援継続への約束が
うたわれた「アフガニスタン･コンパクト」［GoA 2006］が採択された。
　この I-ANDS は，３つの柱（治安［安全保障］，統治 / 法支配 / 人権お
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よび経済 / 社会開発）を縦糸に，この３本柱を横断する５つのテーマ（男
女同権，麻薬対策，地域協力，腐敗撲滅および環境）を横糸にして構成さ
れている［GoA 2005b: 20］。その開発戦略は，アフガニスタンの抱える問
題が，幾重にも複雑に絡み合っている姿を浮き彫りにしている。たとえば，
アフガニスタンでの経済開発の一翼を担うのは，近隣諸国をつなげる「陸
の架け橋」としての基盤整備を前提とした交易の促進である。それには，
近隣諸国との地域協力の促進と治安の維持が不可欠である。そして，その
ような経済開発が成功しなければ，MDG が最終的な目標のひとつとする
貧困の低減は実現できず，麻薬の撲滅，その裏経済を資金源とする腐敗や
違法武装勢力の根絶が絵空事となる。さらに，それにともなう治安の悪化
が，近隣諸国からの干渉を受けやすい脆弱な政治状況を生み出す結果にも
なる。いずれの開発戦略要素もないがしろにできず，すべてをバランス良
く同時並行的に進めていかなければならない。
　ハーミド・カルザイ新大統領は，アフガニスタンを安定的な「陸の架け橋」
とする政策の一環として，ターリバーン政権崩壊後の暫定・移行政権時
代から一貫して全方位外交を展開してきている。その全方位外交は，2002
年 12 月 22 日の近隣６カ国との「善隣友好関係に関するカーブル宣言」へ
の調印として結実した。とはいえこの宣言は，相互内政不干渉等の国際原
則にもとづく２国間関係構築への約束を再確認しているものにすぎない。
このためアフガニスタンは，2004 年 12 月末の正式政権発足を機会に，さ
らなる周辺国との友好関係強化をめざして，２国間での具体的な相互内政
不干渉と協力に関する条約の締結を模索している［AFP 2005a］。また，２
国間関係を補強する地域的枠組みへの参加も積極的に進めている。南アジ
ア地域協力連合（SAARC）への加盟は，2005 年 11 月 14 日の首脳会談で
実現した。2006 年６月５日には，東京で開催された「中央アジア＋日本」
の外相会議に，スパンター外相がオブザーバー資格で出席し，同枠組みへ
の正式加盟が承認された。さらに，６月 15 日に上海で開催された上海協
力機構（SCO）首脳会議に，カルザイ大統領がゲストとして招待され，テ
ロリズムと麻薬の撲滅での協力を約束した［Interfax 2006］。その SCO に
は，中露と中央アジア４カ国の加盟国に加えて，イラン，パキスタンおよ
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びインドもオブザーバー資格で参加しており，「陸の架け橋」をめざすア
フガニスタンにとって友好関係を強化促進していく必要があるほとんどの
近隣諸国が含まれている（SCO に関しては第２章を参照）。
　このようにして，カルザイ政権の全方位外交は成果を上げつつあるが，
国内に目を向けると，国土復興の歩みは遅々としたものであり，山積みの
問題を抱えたままとなっているのが実状である。確かに幹線道路や一部の
インフラの整備は確実に進捗している。しかしより庶民生活に密着した問
題，すなわち，治安の維持や麻薬問題は悪化する気配さえみせ，公務員の
腐敗追放や経済開発も進んでいないのが現状である。たとえば，2005 年下
半期から自爆攻撃が頻繁に発生するようになり，2006 年に入ってからは
ますます増加する傾向を示している（図１）。また，人口が 400 万人に膨
れあがった首都カーブルでは，庶民とは無縁の豪華な高級ホテルやショッ
ピング・プラザが営業を開始しているが，電力供給はわずかな時間に限ら
れたままである。そして雇用創出の試みは進んでおらず，失業率は高いま
まである。そこにみえるのは，多額の外国支援の流入にともなう勝ち組と
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（注）　報道にもとづいて筆者が作成。

図１　2005 年 4 月以降の自爆攻撃発生件数（未遂も含む）
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負け組との貧富の格差拡大である。公務員の初任給は 60 ドル程度とされ
ているが，現状で最大の雇用源である国連や非政府機関（NGO）に採用
されれば，警備員でも給与はその５倍程度になる［Loyn 2006］。外国生
活が長く英語等に堪能で高学歴の帰還者は，さらに高額の給与を得ている。
その一方で，ほとんどの庶民はわずかな収入で忍耐生活を強いられている
のが現状である。そのような貧富の差を象徴するような学校がカーブルで
開校した。米国の支援で開校した学費が年額 5000 ドルのアメリカン大学
である。そこの学生は，カーヌーニー下院議長や都市開発相の娘といった
現在の政治エリートの子女たちである［Sharifzada 2006］。
　このような現状に対する不満の鬱積が，５月 29 日にカーブルで発生し
17 人が死亡した暴動の主因とみることができる。事件の発端は，米軍車
両の交通事故による死亡事件であった。事故現場に瞬く間に集まり米国大
使館に向かった群衆は，暴徒化して車両や商店に放火し，無秩序状態になっ
た。騒動を規制するはずの警察部隊は姿を消し，最終的にはアフガニスタ
ン国軍（ANA）と国際治安支援部隊（ISAF）が動員され，外出禁止令が
布告される事態になった。一部では外国軍隊駐留への反発や反政府武装勢
力の関与が指摘されていたが，多くの識者は，復興の遅延と貧富の格差拡
大への不満の暴発との見方をしている［Morarjee 2006］; ［Gall 2006］。復
興に不可欠な外国からの支援が貧富の格差拡大を助長する一因となり，ア
フガニスタン社会の亀裂を深めてしまう皮肉な結果となっている。
　この事件を契機として，カルザイ大統領の指導力の欠如と人気のかげ
りを指摘する声が大きくなった［Zee News 2006］; ［Gall 2006］。カルザ
イ大統領はカーブルでの暴動時の不手際を理由に 34 人の警察幹部を解任
し，50 名近くを配置替えにした。その多くは麻薬への関与が指摘されて
いた軍閥系幹部であった。警察改革の絶好の機会であったが，カルザイ大
統領が新たに指名した幹部の多くもまた，麻薬や組織犯罪と関係が深いと
されている［Parameswaran 2006］。カルザイ大統領の慎重な統治スタイ
ル，汚職や麻薬への弱腰とも思われる対応への批判が高まっており［Zee 
News 2006］，カルザイ政権への求心力が低下しているのは事実である（２）。
カーブルでの騒動が発生する前でさえ，一部イスラーム宗教指導者は庶民
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の不満の鬱積を敏感にとらえ，金曜礼拝で反政府活動への参加を促す説教
さえしている［Sands 2006］。カルザイ政権にとって，国内情勢が厳しさ
を増してきているのは間違いない。とくに再建と開発を促進するうえでの
前提条件でもある治安の維持は，同政権にとってのアキレス腱であり続け
ている。

第２節　ターリバーンとイスラーム・ウラマー協会（JUI）
の緊密な関係

⑴　活発化するアフガニスタンの反政府活動

　アフガニスタンでの反政府武装勢力の活動は 2003 年には活発化してい
たが，大統領選挙の行われた 2004 年には沈静化の兆候をみせていた。し
かし，議会選挙を控えた 2005 年の春頃から再び活発化の様相を増し，そ
の傾向が 2006 年に入るとますます顕在化していった。その反政府武装勢
力には，2001 年 11 月に政権を追われたターリバーン系，対ソ聖戦で抵抗
運動を指揮したグルブッディーン・ヘクマティヤールのイスラーム党ヘク
マティヤール派（HIH: Hizb-i Islami-yi Hekmatyar）やマウラヴィー・ユー
ノス・ハーリスのイスラーム党ハーリス派（HIK）といったイスラーム党

（HI）系，そして，ターリバーン政権を支えていたオサマ・ビンラーディ
ンを指導者とするアラブ諸国出身者を主体とするアルカーイダ系が含まれ
ている。これら反政府諸勢力がどの程度連携しているのかは不明であるが，
組織として一体化していないまでも，相当程度の連携がなされているとの
指摘もある［Shahzad 2006b］。
　他方その反政府武装勢力の掃討を担当しているのが，「不朽の自由」作
戦を展開する米軍主導同盟軍と国連の決議で派遣されている ISAF，そし
て，現在整備中の ANA とアフガニスタン国家警察（ANP）である（３）。
ISAF は，2002 年の派遣当初は首都カーブル周辺の治安維持を担当して
いたが，2005 年夏までに北部と西部へと担当地域を拡大し，2006 年７月
31 日には南部の指揮権を，同年 10 月５日には東部と南東部の指揮権を米
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軍主導同盟軍から引き継いだ。この指揮権引き継ぎによってアフガニス
タン全土の治安維持が ISAF の担当となり，米軍主導同盟軍の 1.2 万人を
吸収して３万人を超える規模になった。一方残りの米軍主導同盟軍（規
模 8000 人）は，ビンラーディンを初めとするアルカーイダ系の掃討を担
当するようになった。なお現在の ISAF の指揮権は，北大西洋条約機構

（NATO）が担っている。
　反政府武装勢力の活動が活発なのは，東部から南部にかけてのパキスタ
ンとの「国境」沿いに広がるパシュトゥーン居住地域である。2005 年 10
月からの反政府武装勢力による戦術で目立つのは，先にも述べた自爆攻撃
やより精巧な路肩爆弾による攻撃，すなわち，イラクの武装抵抗勢力が頻
繁に利用してきている戦術である。その活動がとくに顕著なのは，図２か
らもわかるようにターリバーン政権の本拠地であった南部地域であり，そ
の主体はターリバーン系反政府武装勢力である。そして国内の治安問題が
国内問題にとどまらず外交問題にまで発展するのが，アフガニスタンの歴
史の宿命でもある。
　アフガニスタン政府は「パキスタンは越境攻撃を容認しており，効果的
な取り締まりをしていない」として，パキスタン政府への非難の度合いを
高めた。問題となっている現在の「国境」は，1893 年のデュアランド協
定にもとづくものであり，同地域に居住するパシュトゥーンを分断するも
のであった。1947 年の分離独立によるパキスタン建国以来，アフガニス
タンとパキスタンの両国はこの「国境」をめぐって何度も緊張してきた歴
史をもっている（第２章･第３章を参照）。その裏にあるのは，分断された
パシュトゥーン民族の再連合に向けて国境の再画定をめざすアフガニスタ
ンと現「国境」の固定化をめざすパキスタンとの思惑のぶつかり合いであ
る（いわゆる「パシュトゥーニスターン問題」）。カルザイ大統領が 2006
年２月中旬にパキスタンを訪問した際にも，両国の思惑のぶつかり合いが
展開された。アフガニスタンは，パキスタンの取り締まり強化を強く要請
すると共に，共同掃討作戦の実施を求めた。一方のパキスタンはパキスタ
ン側への越境作戦につながる共同作戦に難色を示し，対抗策として「国境」
沿いでの柵の構築を提案した。
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　両国間の緊張の度合いは，反政府武装勢力による 2006 年５月以降の大
規模な春期攻勢でますます高まる結果になった。反政府武装勢力は自爆攻
撃や路肩爆弾よる攻撃を強化する一方で，南部地域を中心に 100 人規模以
上による襲撃を繰り返し実施し，一時的にせよ郡庁舎を相次いで占領した。
そして大規模な反政府武装勢力による襲撃が頻発する範囲も拡大の様相を
みせている（図２）。そのひとつであるカンダハール州の州都カンダハー
ルに近接したパンジワイー郡とその周辺では，９月に２週間にわたって激

ジョズジャーンジョズジャーン

ファリヤーブファリヤーブ

バードギース

ヘラート
ゴール

サリブル

バルフ

サマンガーン

パルワーンパルワーン

クンドゥズ
タハール

バダフシャーン

ヌーリスターンヌーリスターン
タナルカービサカービサバーミヤーン

ワルダク

ダーイクンディーダーイクンディー

ウルズガーン
ガズニー

ザーブル

ニムローズ

ヘルマンド

カンダハール

クイ・タフタン

グワーダル

カラーチー

クエッタ

パクティカー
ワーナワーナ

ターンク

バンヌーバンヌー

コーハート

パラチナールパラチナール

ペシャーワル
ラグマーンラグマーン

カーブルカーブル

ローガルローガル
ナングラハールナングラハール

イスラマバード

ギルギット

スリーナガル

アムリトサル
ラーホール

連邦直轄部族地域（FATA）

反政府勢力活動地域

バジャウル管区
モーマンド管区
ハイバル管区
オーラクザイ管区
クッラム管区
北ワジーリスターン管区
南ワジーリスターン管区

ジャング

ムルターン

バハーワルプール

NWFP

パンジャーブ

中国

インド

タジキスタンウズベキスタントルクメニスタン

バローチスターン

スィンド

イラン

北部地域

ミラームシャーミラームシャー

パクティヤーパクティヤー

ホーストホースト

チャマン

スーイ

バグラーン

バンジシェールバンジシェール

ファラー

2005年以前

2006年

（出所）　反政府武装勢力の活動範囲は，報道にもとづいて筆者が作図。ただし，その範囲はあ
くまでも大まかな目安である。

図２　拡大する反政府武装勢力の活発化と連邦直轄部族地域（FATA）
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しい戦闘が展開された。ISAF は 1000 人を超える反政府武装勢力を掃討
したと発表，その際に反政府武装勢力側が消費した弾薬は 500 万ドル相当
に達するとして，外国からの支援の存在を指摘している［Rashid 2006a］。
また，パキスタン軍統合情報部（ISI）がアルカーイダを含む過激派集団
を間接的に支援しているとし，その ISI の解体を求める英国国防省のシン
クタンクによる報告書の存在も明らかになっている。このようななかで
ISAF も，アフガニスタン政府によるパキスタン非難の輪の中に加わって
きた［Dawn 2006a］。
　米国にとってテロリズム撲滅の重要な同盟国であるアフガニスタンとパ
キスタンの両国関係の悪化は座視できないものである。ブッシュ大統領は
国連総会出席で米国訪問した両国首脳との個別会談に加えて，９月 27 日
に両国首脳との３者間会談を行うと共に，異例ともされる夕食会まで用意
した。だがカルザイ大統領とムシャッラフ大統領は，越境攻撃停止をめざ
す和平ジルガの開催で合意したが，ブッシュ大統領と一緒に記者団の前に
姿をみせた際，握手も言葉を交わすこともなかったとされている［Tarzi 
2006］。厳しい両国関係を象徴するような光景である。その後も両国関係
は悪化の一途を辿っているようにさえ思われ，2006 年末時点で改善の兆
しはない（本章末の「追記」を参照）。さらに，パキスタンが新たなアフ
ガニスタン連合政権構想を提案したとの 2006 年 11 月下旬の報道が，カル
ザイ政権のパキスタンへの不信を増大させる結果になった。この報道とは，
パキスタン外相が NATO の一部首脳に対して非公式に，カルザイ大統領
を除外する一方でターリバーンを参加させた連合政権構想を提案したとい
うものである（パキスタン政府は否定しているが）［Rashid 2006b］。アフ
ガニスタン政府と議会は，これを内政干渉であるとして非難し，カルザイ
大統領は 12 月中旬のカンダハールでの演説のなかで，パキスタンを名指
しで強く非難した。そして，その直後にはパキスタンが「国境」に柵と地
雷を敷設する計画（アフガニスタンが以前から反対してきている）の実施
を決定したと発表した。
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⑵　両国にまたがるデーオバンド系ネットワークの存在

　両国関係が緊張の度合いを高めるなかで，アフガニスタンの反政府武装
勢力への「外国」による支援の存在が徐々に明らかになってきている。南
部でとくに活発なターリバーン系勢力の背景として注目されるのは，パキ
スタンのスンナ派デーオバンド系ネットワークである。このデーオバンド
系の由来は，1857 年に発生したインド大反乱後にデリー近郊のデーオバ
ンドに設立された神学校である。その後デーオバンド神学校はインド亜大
陸やアフガニスタンを含む周辺地域の神学生にイスラーム高等教育を行う
拠点となった［Roy 1990: 57］。しかし，1947 年のインドとパキスタンの
分離独立で，アフガニスタンやパキスタンの神学生はデーオバンド神学校
で学ぶ道が閉ざされた。そこでその受け皿となったのが，パキスタン内に
存在する同系列の神学校であった。
　ほとんどがスンナ派のパシュトゥーンの神学生は，ほぼ例外なくデー
オバンド系の神学校で高等教育を受けてきている。19 世紀末から培われ
てきたデーオバンド系イスラーム宗教者のネットワークが，パシュトゥー
ン地域全域に張り巡らされている訳である。このデーオバンド系のネット
ワークは，対ソ「聖戦」抵抗組織の一翼を担っていた。パキスタンを拠点
にしたスンナ派７抵抗組織のなかで，イスラーム革命運動党とイスラーム
党ハーリス派の指導者は，デーオバンド系のイスラーム法学者である。ち
なみに，ターリバーン政権の最高指導者ムッラー・オマルを始めとする初
期のターリバーン幹部のほとんども，この２組織のいずれかに所属してい
た［Rashid 2000: 222-225］。
　アフガニスタンのターリバーン政権をパキスタン側から支えたのは，
デーオバンド系宗教政党のイスラーム・ウラマー協会（JUI）である［Maley 
1998: 14-15］; ［Rashid 1998: 75-76］。その JUI の神学校群で学ぶ多くの神
学生が，ターリバーンの戦列に加わっていた。また JUI は 1998 年２月に
ビンラーディンが呼びかけた「ユダヤ人と十字軍に対する聖戦のための
世界イスラーム戦線」（世界イスラーム戦線）に参加し［藤原 2001: 127］，
アルカーイダとの連携も深めた。パキスタンで 2002 年 10 月に行われた
総選挙では，その JUI を始めとする６宗教政党の連合体である統一行動
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評議会（MMA）が，連邦議会下院で 64 議席を獲得して野党第１党とな
り，北西辺境州（NWFP）州議会では単独過半数を獲得して州政府を樹
立し，バローチスターン州では連立政権の一翼を担う結果になった。直
近の 1997 年の総選挙結果をみると，宗教政党が連邦議会下院で獲得した
のは２議席でしかなかった［Waseem 1998: 10］。この大躍進を果たした
MMA における二大勢力は，JUI のファズルル・ラフマーン派（JUI-F）
と非ウラマー系のパキスタン・イスラーム協会（JIP）である。
　この JUI をデーオバンド系ネットワークの表の顔とすれば，その裏の顔
に当たるのが同ネットワークの過激武装組織である。それらは，２系統に
分類できる。そのひとつはシーア派を敵対視し，1980 年代半ばから宗派
抗争を展開してきているパキスタン預言者教友軍（SSP，Sipah-i Sahaba 
Pakistan）とその分派のジャングヴィー軍（LJ，Lashkar-i Jhangvi）である。
この SSP は，ターリバーンに加わって内戦に参加していた。ターリバーン
による 1998 年８月のマザーリシャリーフ占領の際，イラン領事館に押し
入ってイラン外交官を殺害した張本人は，SSP であるとされている［Rashid 
2000: 74］。また，LJ は，1997 年にラホールとムルターンのイラン文化セ
ンターを焼き討ちしてイラン外交官を殺害した。その指導者リヤーズ・バ
スラはその直後にカーブルに逃亡し，一時期ターリバーン政権の庇護下に
あった［Abbas 2005: 208］。
　もうひとつは，カシュミール解放武装闘争に参加しているムジャーヒ
ディーン運動（HUM，Harakat ul-Mujahidin），そして，その分派である
ムハンマド軍（JM，Jaish-i Muhammad）である。これらの組織もアフガ
ニスタンと縁が深い。HUM は元々アフガニスタンの対ソ聖戦に参加し，
ソ連軍撤退後にカシュミールに目を向けた組織である。この HUM は，
JUI と同じくビンラーディンの「世界イスラーム戦線」に参加している。
1998 年８月にビンラーディン運営のアフガニスタン内の訓練キャンプが
米軍の巡航ミサイル攻撃を受けたが，その標的のひとつは HUM の訓練
キャンプであった。その分派 JM の指導者マスウード・アズハルは 1999
年の年末に発生したインド航空機ハイジャック事件で，人質と引き換えに
インド当局から釈放された３人のなかに含まれていた。アズハルは，パン
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ジャーブ州南部のバハーワルプールの出身であり，カラチのデーオバンド
系神学校に 1980 年から 1989 年まで在学し，その後同神学校で講師をして
いた。1993 年からは HUM 発行機関誌の編集長をしており，1994 年に潜
入していたカシュミール（インド側）で逮捕された。アズハルはカンダハー
ルで解放されるとただちにパキスタンに戻り，その直後の 2000 年２月に
JM を設立している。
　さてカラチの神学校でのアズハルの師匠は，ムフティ・ニザームッディー
ン・シャムザイである。このシャムザイは，ターリバーンの最高指導者
オマルの精神的指導者とされる［Zahab 2004: 59］。そしてそのオマルと
ビンラーディンが最初に出会った場所が，シャムザイが運営するカラチの
神学校とされている［Abbas 2005: 221］。こうしてみると，パキスタンと
アフガニスタンに張り巡らされたデーオバンド系ネットワークを介して，
ターリバーン～パキスタンのデーオバンド系集団～アルカーイダの濃密な
人的結びつきが浮かび上がってくる（図３）。そして 2002 年の総選挙で明
らかなように，デーオバンド系はアフガニスタンの国境に近い NWFP と
バローチスターン州のパシュトゥーン地域内でとくに強い影響力を有して
いる。カルザイ政権が指摘する反政府武装勢力支援の「外国」のなかに，
このデーオバンド系ネットワークが含まれていても不思議でない。それを
裏づけるような報道もある。アフガニスタンのカンダハール州の西隣にあ
るヘルマンド州南部で 2006 年７月に反政府武装勢力が郡庁舎を一時的に
占領した際，アフガニスタン国旗に代わって JUI の旗が掲げられたとさ
れているのである　［Shoib 2006］。
　さらにパキスタン軍統合情報部（ISI）はデーオバンド系を始めとする
スンナ派過激主義集団と深い関係にあり，これらの過激組織が国内政策
や地域政策の「道具」として機能してきたとの指摘もある［Zahab 2005: 
78］。JUI ばかりでなく ISI もまたターリバーン政権を支援してきたのは
公然の秘密である［Davis 1998: 45-48］; ［Rashid 1998: 84-89］。デーオバ
ンド系ネットワークと ISI の結びつきも深いのである。ムシャッラフ大統
領が 2006 年９月 28 日に英国を訪問した際，前述のように ISI が過激集団
を間接的に支援しているとする報告書の存在が明らかになっている。ム
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シャッラフは 2006 年 10 月１日に，退役している ISI の前幹部が支援して
いる可能性を示唆した［Haider 2006］。それはターリバーン時代の支援の
構図，すなわち，「ターリバーン＋アルカーイダ」～ JUI ～ ISI のコネクショ
ンが，現在も脈々と存在していることを意味している。

⑶　パキスタンで深化する「ターリバーン化」

　このデーオバンド系ネットワークは，ターリバーン政権崩壊から４年
あまり経過した 2006 年に入って，アフガニスタンとの「国境」沿いに新
たな拠点を築くことに成功しつつあるようだ。振り返ってみると，2001
年 11 月のターリバーン政権崩壊で居所を失ったイスラーム過激主義者は，
隣国パキスタンに逃げ込み，そのなかの多くはアフガニスタンとの「国境」
に沿った連邦直轄部族地域（FATA），すなわちパシュトゥーンが居住す
る山岳地帯で，デーオバンド系ネットワークの親ターリバーン / アルカー
イダ勢力が根強い地域に潜んだ（図２）。
　この FATA は，パキスタンのなかでも特別な地域である。パキスタン
政府の司法権や警察権は及んでおらず，大幅な自治が部族民に認められて
いる半独立の地域である。すなわち，部族指導者が日常生活を支配する間
接統治体制が採用されてきており，犯罪に対しては国内法と異なる辺境地
域犯罪コード（４）が適用されている。これは旧宗主国である英国の統治体
制を世襲したものである。パキスタンの分離独立後，FATA 内にはパキ
スタン正規軍は駐屯せず，地元部族民から編成された警備隊（非正規軍）
しか存在しない時代が続いていた。この FATA は居住する同一部族を基
本単位として７つの管区から構成されており，1998 年の人口動態調査に
よれば，その人口は 320 万人程度とされている［村岡 2002: 12］。
　パキスタンのムシャッラフ大統領は米国の「テロ撲滅」への協力の証と
して，2002 年以降に FATA 内へのパキスタン正規軍の展開を決定した。
しかし，アフガニスタン側に布陣する米軍主導同盟軍による FATA 内へ
の越境作戦実施については頑なに拒否するとともに，積極的な FATA 内
での掃討作戦も実施しようとはしてこなかった。すなわち FATA 内での
イスラーム過激主義勢力の掃討については，地元の部族民が前面に立ち，



120 121

パキスタン正規軍は後方に控える状態が続いていたのである。また，その
主要な掃討対象は，アラブ，ウズベクおよびチェチェン等から構成される
外国人勢力に向けられていた。
　2003 年になってアフガニスタンでの反政府武装勢力の活動が活発化す
ると，米国とアフガニスタンはパキスタンに対して反政府武装勢力による
越境攻撃の取り締まりと FATA 内での掃討作戦の強化を求めた。しかし，
パキスタン正規軍による本格的な掃討作戦は，2003 年 12 月 15 日と 25 日
に発生したムシャッラフ大統領をねらった連続暗殺未遂事件後まで待たな
ければならなかった。2004 年に入って，正規軍が前面に展開する断続的
な掃討作戦が FATA の最も南に位置する南ワズィーリスターン管区で開
始された。この掃討作戦は，2004 年 11 月に指名手配されていた地元武装
勢力指揮官のほとんどが，パキスタン軍との停戦に応じて終焉に向かった。
そして，停戦を拒否していた残りの地元武装勢力指揮官も，2005 年２月
に和平協定に応じた。2004 年 11 月に一段落した９カ月間にわたる激しい
戦闘では，パキスタン軍兵士 200 人，過激主義勢力 500 人（外国人武装勢
力 150 人を含む）が死亡したとされている［Khan 2004］。
　だがこの掃討作戦の結果は，パキスタン政府による過激主義勢力に対す
る取り締まりの強化にはつながっていない。逆にパキスタン系ターリバー
ンと呼ばれる地元武装勢力による支配が強まっている。南ワズィーリス
ターン管区の主要都市ワーナでは，イスラーム法廷が開設されて機能を始
めており，パキスタン系ターリバーンが治安維持のために巡回し，正規軍
は駐屯地に引きこもっているとされる［Ahmed Khan 2006］。また一部報
道によれば，映画や音楽は禁止され，男性は髭をはやすように強要され，
そして，通行車両に対する徴税さえ行われているとされている［Walsh 
2006］。
　その理由のひとつは，先に述べたパキスタン軍と地元武装勢力指導者と
の停戦 / 和平協定にある。これらの停戦に応じたパキスタン系ターリバー
ン指導者には，政府軍を攻撃しない約束と引き換えに，過去の行為は不
問に付されて恩赦が与えられた。さらに，詳細は不明であるが，軍幹部
の発言として，2004 年 11 月に停戦に応じた指導者の一部に対して，アル
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カーイダへの借金返済のために政府が総額で 5000 万ルピーを支払ったこ
とが報じられた［Khan 2005a］。このアルカーイダへの借金の真偽や全額
が地元武装勢力指導者に支払われたのかどうかは不透明なままとなってい
る（５）。いずれにしても，これらの指導者は，アフガニスタンでの内戦にター
リバーンの一員として参戦した強者であり，アルカーイダ系の外国人をか
くまうとともに，アフガニスタンで見聞してきた「ターリバーン運動」を
地元に拡大する役割を果たしていた。第２の理由は，政府軍による容赦の
ない攻撃で，多くの一般住民が巻き添えになった点である。そのために地
元住民のパキスタン政府に対する反発が強まった。そして，第３の理由は
部族指導者の権威の低下である。1997 年からの第二次ナワーズ・シャリー
フ文民政権時代に，FATA での連邦議会議員の選出方法が，伝統的なジ
ルガから一般選挙に切り換えられた。その結果として 2002 年 10 月の総選
挙では，イスラーム宗教指導者が部族指導者に代わって選出されるように
なった［AKI 2006］; ［Shahzad 2006c］。その結果 FATA での権力構造の
頂点であった部族指導者の権威と影響力が，大きく低下する結果になった。
それを象徴するかのように，ワズィーリスターンでは 2006 年４月末まで
に 150 人の親政府系の部族指導者が殺害されている［Dawn 2006c］。
　南ワズィーリスターン管区は，政府軍の激しい掃討作戦を経て「ターリ
バーン化」が飛躍的に深化する結果になった。

第３節　楽観できない今後の両国関係

⑴　「ワズィーリスターン・イスラーム首長国」の出現

　南ワズィーリスターン管区での掃討作戦が一段落すると，その重点は北
ワズィーリスターン管区に移った。同管区でもパキスタン系ターリバーン
武装勢力が頑強な抵抗を示し，2006 年４月末時点で治安部隊の 56 人と外
国人 76 人を含む 324 人の過激武装勢力が死亡している［Dawn 2006b］。
そのようななかでパキスタン政府側は，武装勢力側との和平を模索するよ
うになった。その動きを受けて，正規軍と対峙していた北ワズィーリスター
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ンの武装勢力は，2006 年６月 25 日に条件つきでの１カ月間の停戦を一方
的に発表した。
　政府側を代表する部族ジルガと武装勢力との交渉を経て，2006 年９月
５日に政府側と地元武装勢力とが和平協定に調印した。政府側は武装勢
力の要求をほぼ全面的に受け入れた。そのなかには新規設置検問所の撤
去，軍事作戦の停止，正規軍の駐屯地への撤収（国境検問所を除く），拘
束している地元部族民全員の釈放や損害への賠償等が含まれている。そ
れに対して武装勢力側は，アフガニスタンへの越境攻撃および政府軍や
政府施設への襲撃をしないこと，外国人勢力をかくまわないこと，そし
て，FATA に隣接する平原部定住地域で活動しないことを約束した［BBC 
News 2006b］; ［Gul 2006］。
　アフガニスタン側にとって最大の関心事である越境攻撃の停止である
が，その実効性には疑問符が付いている。ムシャッラフ大統領は和平協
定締結直後の９月６日にアフガニスタンを訪問し，越境攻撃の阻止に向
けての協力を約束した。しかし，パキスタン政府当局でさえ，非武装でア
フガニスタン側に入りそこで武器を受け取って反政府活動をするような場
合，それをパキスタンとして取り締まる手立てはないとしている［Visser 
2006］。アフガニスタン駐留米軍は，９月末時点で北ワズィーリスターン
管区での和平協定調印後に襲撃事件が３倍に増加していると発言している

［Noor Khan 2006］。越境攻撃が逆に増加している可能性さえも示唆され
ている。
　この和平協定は北ワズィーリスターン管区での武装勢力の存在を認め
るものであり，ムシャッラフ政権による政策の大転換を意味しており，過
激武装勢力による北ワズィーリスターン管区支配を容認するものとさえ考
えることができる。それを裏づけるかのように，北ワズィーリスターン管
区のパキスタン系ターリバーン勢力は 2006 年 10 月下旬に，通行税や事業
税の徴収と犯罪に対する罰則規定を布告した［BBC News 2006c］。パキ
スタン系ターリバーン武装勢力は，南および北ワズィーリスターンの両管
区での実効支配を固めつつあるように思われる。アフガニスタンのターリ
バーン政権は「アフガニスタン・イスラーム首長国」を名乗っていたが，
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まさに「ワズィーリスターン・イスラーム首長国」が出現しているかのよ
うな様相を呈し始めているのである。
　ムシャッラフ政権からみると，この和平協定には３つほどのねらいがあ
るように思われる。そのひとつは，アフガニスタンでの治安悪化の責任を
アフガニスタン側に押しつけ，アフガニスタンの国内問題にしようとする
ねらいである。ムシャッラフ大統領は，越境攻撃問題でアフガニスタンば
かりでなく米国や NATO 諸国からの非難に晒され守勢に回っていた。し
かし，この和平協定の取り決めを盾にして，少なくともアフガニスタンに
責任の一端を負わせることが可能になった。ムシャッラフ大統領は，９月
12 日の欧州議会での演説のなかで，アフガニスタンでのターリバーンの
活動が外国軍隊に対するパシュトゥーンの民族戦争に発展する危険性を指
摘し，アフガニスタン側に対して有効な対応策を講じるように求めている

［RFE/RL 2006b］；［Rashid 2006c］。
　第２は，パキスタンでの「ターリバーン化」の平原部定住地域への拡
大阻止である。2006 年４月には，FATA と定住地域との緩衝地帯でパキ
スタン系ターリバーン指導者が男性に髭を伸ばすように求めたばかりでな
く，アフガニスタンでの聖戦に参加する義勇兵を募ることさえしていると
報道されている［Dawn 2006d］; ［AFP 2006a］。これは「ターリバーン化」
の波がひたひたと山岳部から下ってきていることを意味している。和平協
定において定住地域での活動禁止を政府側が求めた裏には，FATA 内で
は自由な行動を認めるが平原部定住地域での活動には容赦しないという姿
勢が示唆されているものともいえる。
　３番目はやはりアフガニスタンと「国境」を接するバローチスターン州
での民族主義的主張の高まりに関係するものである。バローチスターン州
でも他の少数民族州と同様に反パンジャーブ感情が強い。資源が豊富な同
州のバローチ諸部族には，中央政府を牛耳るパンジャービーが資源を不当
に収奪しているとの思いが強い。バローチスターン州東部のスーイでは天
然ガスが生産されており，パイプラインにより主要都市に供給されている。
そのスーイで 2005 年１月に発生した女医暴行事件をきっかけに，同地域
のバローチの有力部族ブグティーの不満が一気に噴き出し，治安部隊との
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間で大規模な衝突が繰り返される事態になった。その指導者は 1970 年代
前半に同州の州知事に短期間任命されたこともあるナワーブ・アクバル・
ハーン・ブグティーである。そのブグティーは 2006 年８月 27 日に山岳部
洞穴に潜んでいたところを攻撃されて死亡し，同州内は一時騒然とした雰
囲気が漂った。2002 年の総選挙で敗北したバローチの民族主義諸政党が，
2007 年に予定される総選挙での復活を期している最中での出来事であっ
た。またバローチスターン内の州都クエッタから北部にかけてはパシュ
トゥーンの居住地域であり，パシュトゥーンの民族主義政党である人民民
族党（ANP）が根強い支持者を抱え，次期総選挙での復活を期している。
　多民族国家パキスタンの為政者にとって，民族主義の高まりは非常に
厄介な問題である。パキスタンを分裂化させる可能性をもつ民族主義的主
張に対抗する手段として，ウンマ（イスラーム共同体）の団結を訴えるイ
スラーム宗教政党の存在は有効である。北ワズィーリスターンでの和平協
定交渉では，JUI-F のファズルル・ラフマーンが，政府と武装勢力との仲
介役として大きな役割を果たしたとされている［Khan 2006］。ムシャッ
ラフ大統領の同和平協定での大幅な譲歩の裏には，2007 年に予定される
総選挙で民族主義政党を封じ込める道具として JUI-F を利用しようとす
るねらいも隠されているとの指摘がある［Shahzad 2006d］。また JUI-F と
しても，民族主義政党の台頭は容認できないものである。JUI-F が主要勢
力である MMA に関しては，ムシャッラフ政権との間での裏取引がすで
に何回かにわたって指摘されている［広瀬 2003: 49］; ［中野 2004: 12-15］。
2007 年の総選挙を見越した政権側と JUI-F との利害の一致が，和平協定
を実現させた一因と考えることもできる。
　そうしてみると，バローチスターンのパシュトゥーン居住地域も少な
くともしばらくはアフガニスタンのターリバーン系反政府武装勢力の安全
地帯になり続ける可能性がある。2006 年 2 月にカルザイ大統領がパキス
タンを訪問した際，パキスタン内に潜むとされる旧ターリバーン政権幹部
150 人の住所一覧を手渡した。これに対するパキスタンの正式回答は，手
渡された情報にもとづいて捜索したが当該者は発見できなかったという
素っ気ないものであった［IRNA 2006］。2006 年末時点でターリバーン幹



126 127

部のパキスタン当局による逮捕は伝えられていない。
　これらをふまえると，アフガニスタンとパキスタンとの越境攻撃問題を
めぐる関係は，容易には改善されそうな状況にないといわざるを得ないよ
うに思われる。

⑵　影を落とすインドの存在

　パキスタンがアフガニスタンとの国境沿いでの越境攻撃取り締まりに消
極的とも思える姿勢を示す裏には，上記のような国内事情ばかりでなく，
アフガニスタンでのインドの存在感の高まりがある（第２章･第３章を参
照）。
　パキスタンのアフガニスタンへの影響力は，ターリバーン政権の崩壊
によって大きく後退した。それに反比例して，北部同盟を支援していたイ
ンドは，アフガニスタンでの存在感を飛躍的に増加させた。インドはアフ
ガニスタンでの暫定政権の樹立直後から積極的に復興支援を行ってきてお
り，その支援額は上位６支援国の一角を占めている［AFP 2005b］。その
支援分野は多岐にわたっているが，建設プロジェクトで目立つものとして
は，イランと国境を接するザランジュからデラーラームまでを結ぶ 200 キ
ロメートル強の道路建設，ヘラート州での水力発電所の建設，カーブル川
での貯水池建設，北部からカーブルへの送電網の整備，新議事堂の建設が
ある［Ramachandran 2005］。インドのマンモハン・シン首相は，2005 年
８月下旬に 5000 万ドルの追加支援を手土産にアフガニスタンを訪問した。
これは 1976 年のインディラ・ガンジー首相の訪問以来であり，インドの
アフガニスタンに対する意欲を示すものである。また，パキスタンに近接
するジャラーラーバードとカンダハールを含む４都市に領事館を開設して
いる。
　そのインドとパキスタンとの関係は，2001 年 12 月のインド議会襲撃
事件で一気に緊張した。しかし，2004 年１月の南アジア地域協力連合

（SAARC）首脳会議をきっかけに，緊張緩和の方向に動き出している。カ
シュミールで実効支配線（LOC）を挟んだバスの運行が 2005 年４月から
開始された。とはいえ最重要課題であるカシュミール問題の行方は不透明
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なままであり，一朝一夕には解決しそうにない。パキスタンにとって，カ
シュミール問題の有利な解決をめざすうえでも，インドに対する「戦略的
奥行き」の確保が必要である。ところがパキスタンは，アフガニスタンを
めぐって深刻な現実，すなわちパシュトゥーンの伝統的な民族主義勢力の
存在ばかりでなく，非パシュトゥーンの多くの政治勢力が明確に反パキス
タン（親インド）の立場を示している現実，さらに上記のようにインドが
アフガニスタンで影響力を拡大している厳しい現実に直面している。
　そのような現実にパキスタンは苛立ちを強めている。その一例は，イン
ドによるアフガニスタンへの輸出に対して，パキスタン国内の陸路使用を
拒んでいること，そしてインドによるパキスタン反政府武装勢力への支援
を非難し続けていることである。パキスタンは，カンダハールのインド領
事館が情報機関 RAW（調査分析ウィング）の根拠地となっており，バロー
チスターンの反政府武装勢力を支援していると疑っている。2004 年１月
からの緊張緩和への動きが顕在化する前の段階では，一般的にはスンナ派
とシーア派の宗派抗争とみられている事件に対してさえ，当時の首相ジャ
マーリーが RAW の関与を示唆する発言をしている［Ali 2003］。裏返し
てみると，パキスタンの地域戦略にとって，アフガニスタンにおける影響
力回復が緊急の課題であることを示している。パキスタンとしても現状を
座視しているわけにはいかず，その対応策の一環として，ターリバーン系
反政府武装勢力を支援しているとの指摘もある［AFP 2006b］。カルザイ
政権は北ワズィーリスターンでのパキスタン系ターリバーンとムシャッラ
フ政権との和平協定を，そのような疑いの目でみているのである。
　さらにカルザイ政権やターリバーンと対峙していた北部同盟系勢力の
神経を逆なでする別の出来事も生じている。パキスタンに亡命していたナ
ジーブッラー政権時代の国防相シャフナワーズ・タナーイーの帰国と政党
の結成である。タナーイーはナジーブッラーが祖国和解政権の樹立をめざ
していた 1988 年に国防相になったアフガニスタン人民民主党（PDPA：
People’s Democratic Party of Afghanistan）ハルク派に所属する将軍で
ある。1990 年３月に反ナジーブッラーの反乱によって失脚し，他のハル
ク派とパキスタンに亡命した。このクーデターはパキスタンが支援する
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イスラーム党ヘクマティヤール派（HIH）との共闘でなされ，その裏には
ISI があるとされている［Rubin 1995: 151］。タナーイーと ISI との関係
を示す他の事例は，1994 年 11 月のターリバーン出現の初期にもある。タ
ナーイーが影響力をもつパキスタン亡命中の旧アフガニスタン軍関係者
が，ターリバーンを支援したとされることである。このハルク派軍関係
者の支援によって，ターリバーンによる砲撃の精度が格段に高まった。こ
れも ISI が裏でタナーイーを説得したとされている［Rashid 1998: 86-87］。
アフガニスタンの一部はタナーイーの祖国への帰国とアフガニスタン平和
運動党の設立を「額面通りに素直に受け取るわけにはいかない」との猜疑
心をもって見守っている［Sharifzada 2005］。
　このような現実は，アフガニスタンとパキスタンとの関係改善に向けた
信頼性醸成への道が，インドとパキスタンとの関係改善と深く結びついて
いることを示している。

結論―不透明感が漂うアフガニスタン情勢

　アフガニスタン国内，とくにパシュトゥーン居住地域での反政府武装勢
力の活動活発化，そしてそれにともなうアフガニスタンとパキスタンとの
関係悪化についてみてきた。その結果からは，デーオバンド系ネットワー
クを介したターリバーン政権時代における支援の構図が脈々と存在してい
ること，そして FATA での「ターリバーン化」の深化と FATA 内での
パキスタン系ターリバーンの存在へのパキスタン政府による容認姿勢が明
らかになった。これはアフガニスタンの反政府武装勢力への支援や越境攻
撃が停止される見込みが小さいことを意味している。さらにこのパキスタ
ンの姿勢の裏には，アフガニスタンで存在感を高めているインドに対抗す
る伝統的な地域政策としての側面がある。すなわち両国関係は，インドと
パキスタンとの関係と密接に連動している。カシュミール問題の解決は，
アフガニスタンとパキスタンとの恒久的な関係改善を保証するものではな
いが，その解決なくしては，関係改善の基礎を成す信頼性醸成への歩みが
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容易でないことを示している。
　このようななかで，アフガニスタンの治安維持に関しては，新たな難問
が浮上してきそうな状況にある。それは，全土での治安維持を担当してい
る ISAF に部隊を派遣している NATO の一部加盟国の世論が，アフガニ
スタンへの自国部隊の派遣に否定的になっている点である。とくに，2006
年夏に激しい戦闘が発生した南部地域に派兵している諸国，すなわち，英
国，カナダおよびオランダでは，被害が予想以上に多いこともあり世論が
派兵反対に傾いている（６）。すでに ISAF 内部では，軍事作戦だけでなく
ターリバーンを政権側に取り込む努力を促進するように求める声が出てい
る［Loudon 2006］。また 10 月上旬にアフガニスタン南部を視察した米国
共和党の大物上院議員ウィリアム・フリスト（テネシー州選出，政界から
の引退を表明して 2006 年 11 月の中間選挙に立候補せず）も，軍事的勝利
は難しいとして反政府武装勢力とその支持者の政府側への取り込みを支持
する発言をした［Krane 2006］。その米国でも，アフガニスタン軍事作戦
への世論は分裂傾向を示している（７）。
　カルザイ政権も上院議長ムジャッディディーを委員長とする和解・和平
委員会を設置し，反政府武装勢力に対してアフガニスタン政府支持と引き
換えに恩赦を与える提案をしてきている。同委員長は2006年10月初めに，
過去１年半で 2300 人が帰順したとしている［Ibrahimi 2006］。しかしこ
のなかに大物幹部は含まれておらず，ターリバーン系勢力を含むすべての
反政府武装勢力は，外国部隊撤退まで聖戦を継続するとの立場を変えてい
ない。カルザイ政権と ISAF ･米同盟軍は，軍事的解決と政治的解決の両
者で手詰まり状態に陥りつつある。そのようななかで ISAF の被害が拡大
していくと，一部派兵国のなかからはアフガニスタンからの撤兵が政治問
題化する可能性がある。このような事態は反政府武装勢力が期待していた
シナリオそのものであり，反政府武装勢力およびパキスタンの支援勢力を
勢いづける結果になるであろう。また戦闘の激化にともなう一般住民の犠
牲増大は，外国部隊への反発をますます増幅させると同時に，部隊を派遣
している支援諸国の世論をアフガニスタンからの撤退支持にますます向か
わせる結果となりかねない。
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　2006 年に夏期大攻勢を仕掛けたターリバーン系反政府武装勢力は，カ
ルザイ政権とその支援国を動揺させるのには成功したが，同時に大きな損
害を被ったのも事実である。そしてこれまでのアフガニスタンを振り返っ
てみれば，冬季は次期攻勢への充電期間となっている。したがって，自爆
攻撃や路肩爆弾攻撃は冬季を通じて続くとしても，大規模な反政府武装勢
力の活動は一時的に低下するものと想定される。こうしてみると，カルザ
イ政権と西側支援国にとって，現状の手詰まり状態から脱却するうえで
の猶予期間は今後半年程度となる。何らかの打開策が現実化しなければ，
2007 年の春から夏はカルザイ政権や ISAF ･米同盟軍にとって，これまで
以上に厳しいものとなる可能性を否定できない。すでに ISAF の司令官
は，今後半年間に生活面での目にみえる改善がなされなければ，南部住民
の 70％は反政府武装勢力側を支持するようになるだろうと警告している

［AFP 2006c］。
　南部の地元住民の「ターリバーンは好きでないが，さらに何年も戦争が
続くよりも，禁欲的な生活の方がまだましである」との呟きは［Abrashi 
2006］，2006 年に激しい戦闘を経験したパシュトゥーン住民の偽らざる心
境といえるのではなかろうか。アフガニスタンが落ち着きを取り戻すには，
まだまだ時間がかかりそうである。

【追記】

　本章脱稿後の 2007 年上半期，アフガニスタンとパキスタンでは，今後
の国内情勢ばかりでなく両国関係にも影響を及ぼす可能性がある一連の動
きが生じた。そこで，それらの主要な動きを概説し本章への補遺としたい。
　まず，アフガニスタンをみると，カルザイ政権をめぐる国内状況はま
すます厳しさを増してきている。パシュトゥーン地域での反政府武装勢力
の活動は沈静化の兆しをみせていない。自爆攻撃は相変わらず高い頻度で
推移しているし（図１），その活動範囲は拡大さえしており，地元住民を
含む犠牲者数は最悪とされた 2006 年を上回りそうな勢いである。さらに，
派兵国の民間人を拉致し，カルザイ政権と派兵諸国の両者に揺さぶりをか
ける新たな動きも顕在化するようになった。
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　そのカルザイ政権は反政府武装勢力による挑戦に加えて，軍閥系勢力
からの挑戦にも直面するようにもなった。そのきっかけは，米国 NGO が
2006年 12月に公表した戦争犯罪を糾弾する報告書である。これに対して，
軍閥系議員はいわゆる恩赦法案を可決すると共に，反カルザイ政治連合「国
民統一戦線」も結成した。カルザイ政権を支えるべき軍閥系閣僚や政府高
官も同戦線に参加している事実は，囁かれていたカルザイ大統領の求心力
低下がますます進んでいる状況を示唆している。
　さらに，2006 年に越境攻撃問題で非難合戦を展開したパキスタンは，
越境攻撃批判を逆手にとって，カルザイ政権への圧力を強めようとしてい
る。そのひとつは，「国境」沿いへの柵敷設計画の履行であり，それにと
もなって両国部隊の小競り合いが４月半ばから頻発し死者まで発生した。
他のひとつは，パキスタン内難民キャンプの閉鎖と 250 万程度とされる難
民の 2009 年までの帰還を完了させる計画である。短期間での難民の大量
帰還を吸収する社会経済基盤をアフガニスタンは持ち合わせておらず，深
刻な危機に直面するのは目にみえている。アフガニスタンにとって悩まし
いのは，これらの問題に対処する有効な切り札を持ち合わせていない点で
ある。これらへの対応を間違えると，カルザイ政権に対する国民の目はさ
らに厳しくなっていく可能性がある。
　さて，そのパキスタンの国内に目を向けると，ムシャッラフ軍事政権も
盤石とは言い難い。FATA の南部に「イスラーム首長国」への橋頭堡を
築いた親ターリバーン系武装勢力は，政権側の目論見とは裏腹に，FATA
内の他の地域および隣接する定住地域へとその影響力を拡大していった。
パキスタンのパシュトゥーン居住地域全域が，ターリバーン化の波に飲み
込まれつつあるかのような状況になってきた。それと同時に，首都イスラ
マバードにもターリバーン化の火の粉が飛び火した。その中心がラール・
マスジード（赤いモスク）とその系列男女神学校である。同モスクの宗教
指導者は，イスラーム革命を標榜して首都でのイスラーム法履行を宣言し，
ムシャッラフ政権に対して露骨に挑戦をする姿勢をみせた。
　このラール・マスジードの挑戦は，７月３日からの治安部隊による同
モスクへの包囲強化と 10 日の軍特殊部隊の突入により終止符が打たれた。
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しかし，首都での衝突が始まると，FATA と NWFP では治安部隊に対す
る自爆攻撃や襲撃事件が頻発するようになり，７月 15 日には北ワズィー
リスターン管区の武装勢力は，2006 年９月の政府との間で締結した停戦
協定を正式に破棄した。治安部隊の増強にもかかわらず FATA や NWFP
での騒動は沈静化の兆しをみせていない。
　そのムシャッラフ大統領は，任期満了間近の現議会での大統領再選をめ
ざしてきている。しかし，2007 年３月初めの最高裁長官に対する停職処
分と最高裁への同長官解任の申立を境にして，ムシャッラフ大統領への支
持は大きく低下した。2007 年６月下旬の世論調査によれば，大統領再選
反対が６割強へと大きく増加した（同年２月での再選反対は 40％）。これ
に追い打ちをかけるように，最高裁は７月 20 日に政権側による最高裁長
官解任の申立を却下し，同長官の復職を認める判断を下した。ムシャッラ
フの大統領再選への道の目の前に黄色信号が灯った。同大統領は政権維持
で野党勢力との妥協を強いられており，その政権基盤の弱体化は不可避と
なっている。パキスタン政局の流動化が一気に加速化されそうな情勢であ
る。そして，FATA と NWFP とを中心にますます勢いを増しているター
リバーン化の波の今後とそのアフガニスタンへの影響も，この混迷の度合
いを増しているパキスタン政局の行方と当然ながら無関係でない。

（2007 年７月 31 日記）

〔注〕
⑴ 　憲法にもとづけば，上院は 34 州の各州議会（ウィラーヤト・シューラー）が選出

する 34 人（任期４年），各州の郡（ウルスワーリー）議会が州単位で選出する 34 人
（任期３年），大統領が指名する 34 人（任期５年，50％は女性）の合計 102 人である
［登利谷 2005: 247-28］。ただし，郡議会選挙が行われていないため，暫定措置として，
郡議会枠も州議会から選出されている。

⑵　ABC/BBC が 2006 年 10 月に実施した世論調査では，カルザイ政権支持が 2005 年
同月から 15 ポイント低下して 68％，正しい方向に向かっているが 22 ポイント低下
して 55％，将来を楽観視が 13 ポイント低下して 54％であった［BBC News 2006d］。

⑶　2006 年夏現在で，ANA の兵力は 3.5 万人となっている。中期開発戦略では，2010
年までに ANA は７万人を上限とし，ANP は 6.2 万人の専門家集団にまで整備する予
定。

⑷　辺境地域犯罪コードは英領インド時代からのものであり，部族側が指名手配者の引
き渡しをしない場合，部族全体に連帯責任を科す条項が含まれている。
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⑸　パキスタンの英字日刊紙 Dawn の独自調査では，２人の武装勢力指導者には 2004
年 11 月 29 日に総額で 2500 万ルピー，一人には 2005 年１月 11 日に 1000 万ルピー，
残りの一人は 2005 年２月４日に 1500 万ルピーの総額 5000 万ルピーが支払われてい
たことになっていた点が判明している。しかし，これらの武装勢力指導者は，総額で
410 万ルピーしか受領しておらず，残りは和平協定の仲介者がどこかに持ち去ったと
すると共に，アルカーイダへの借金返済のためとの点を否定し，掃討作戦で損害を被っ
た住民に配分する賠償金であったとしている［Khan 2005b］。当局の発表と武装勢力
指導者の主張とには大きな隔たりがあり，その真実は不明のままとなっている。

⑹　ヘルマンド州の指揮権を 2006 年５月に引き継いだ英国軍は９月末までに 30 人強が
死亡しており［AFP 2006d］，BBC の世論調査では，アフガニスタン派兵支持 31％
に対して，反対は 53％となっている［BBC News 2006e］。2006 年１月からカンダハー
ル州に展開しているカナダ軍も９月末までに 40 人弱が死亡しており，９月下旬の世
論調査では，アフガニスタン派兵支持 38％に対して，撤兵支持が 49％となっている

［BBC News 2006f］。オランダは，アフガニスタンへの軍派遣を 2007 年２月初めに
承認した際，その時点での世論はほぼ半分に割れていた［BBC 2006］。なお，2006
年 11 月下旬の総選挙では，野党第１党の労働党の勝利が見込まれていたが［AFP 
2006e］，その予想に反して連立与党第１党であったキリスト教民主勢力が第１党の座
を確保した。

⑺　米国 CNN による９月下旬の世論調査では，アフガニスタンへの派兵支持は 50％，
反対は 48％と拮抗した結果になっている［Rode 2006］。
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